
資料２ 

260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの共同利用等に関する調査検討会 

設置要綱（案） 

 

１ 名  称 

この検討会は、「260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの共同利用等に関す

る調査検討会」と称する。 

 

２ 目  的 

  本調査検討会は、260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの整備に関して、市

町村合併の状況及び財政や地理的条件等の地域事情を考慮しつつ、基地局・中継局設

備等の複数自治体による共同利用等の効率的な整備方策を明らかにすることにより同

システムの普及促進を図るとともに電波の有効利用に資することを目的とする。 

 

３ 調査検討事項 

 (1) 防災行政無線（移動系）の現状と課題の把握 

 (2) 地域事情に応じた効率的な整備方策の検討 

 (3) 共同利用等における使用周波数の数に関する検討 

 (4) 共同利用等における通信統制等の機能に関する検討 

 (5) 異メーカー間の無線設備の相互接続に関する通信試験 

 

４ 構  成 

 (1) 北陸総合通信局長の委嘱を受けた者により構成する。構成員は別紙のとおりとす

る。 

 (2) 座長１名を置く。座長は構成員の互選により選出する。 

 (3) 座長は、必要な場合は構成員の中から副座長を指名することができる。 

 

５ 運  営 

 (1) 検討会は、座長が招集し、主宰する。 

 (2) 座長は、必要に応じてオブザーバの参加を求めることができる。 

 (3) 検討の効率化を図るため、電子メールによる審議を行うことができる。 

 (4) 座長は、上記の他、本会の運営に必要な事項を定める。 

 

６ 報  告 

  座長は、検討会が終了したときは、その結果を平成２１年３月３１日までに北陸

総合通信局長に報告する。 

 

７ 開催期間 

  平成２０年６月２６日から前項の報告をするまでの期間とする。 

 

８ 事務局 

  検討会の事務局は、北陸総合通信局無線通信部企画調整課、同陸上課及び外部請負

者が行う。 



別紙 

 

260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの共同利用等に関する調査検討会 

（構 成 員 名 簿） 

（敬称略・五十音順） 

 

赤堀 政明  社団法人電波産業会 研究開発本部移動通信グループ 主任研究員 

荒井 雅則  株式会社東芝 社会システム社 通信応用システム技術部 

通信応用システム技術第三担当 課長 

岩本 宏  日本電気株式会社 消防・防災ソリューション事業部 

第三営業部 マネージャー 

上田 広輝  福井県 安全環境部危機対策防災課 課長 

大垣 昌保  石川県 危機管理監室危機対策課 課長 

北浦 勝  金沢大学 理工研究域環境デザイン学系 教授 

笹林 一樹  富山県 知事政策室防災・危機管理課 課長 

高木 清  日本無線株式会社 通信ソリューションビジネスユニット 部長 

竹垣 弘  社団法人全国陸上無線協会 事業部 担当部長 

田中 憲治  社団法人全国陸上無線協会 北陸支部 支部長 

田丸 成一  かほく市 市民部環境安全課 課長 

豊島 肇  沖電気工業株式会社 システムソリューションカンパニー 

官公ソリューション本部システム四部 担当部長 

中町 清一  石川県消防長会（金沢市消防局 情報指令課長） 

橋本 正  白山市 市民生活部防災安全課 課長 

松岡 弘尚  株式会社日立国際電気 通信事業部通信システム設計本部 

エンジニアリング・ソフト設計部 主任技師 

山本 和幸  松下電器産業株式会社 パナソニックシステムソリューションズ社 

システム３グループシステム３チーム 

防災無線プロジェクト 主幹技師 

（オブザーバー） 

村上 晃  総務省総合通信基盤局 電波部 重要無線室補佐

 


